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第 1 章 総     則 

(趣   旨) 

第１条 この業務方法書は、公益社団法人京のふるさと産品協会定款(以下「定款」という。)第４条

第 1 項第 2 号及び第 3 号の規定により、公益社団法人京のふるさと産品協会(以下「京のふるさ

と産品協会」という。)が行う業務の方法についての基本的事項を定めるものとする。 

(業務運営の基本方針) 

第２条 京のふるさと産品協会は、その行う事業の公共性にかんがみ、関係機関との緊密な連携の

もとにその業務を能率的かつ効果的に運営するものとする。 

 

第２章 野菜等経営安定対策事業 

 

第１節 事業の対象 

(事業の主旨) 

第３条 京のふるさと産品協会は、野菜等経営安定対策事業実施要領(昭和 61 年 4 月 16 日付け 1 農

業第 395 号京都府農林水産部長通達。以下この章において「要領」という。)第３の１に規定す

る対象野菜等（以下この章において「対象野菜等」という。）について、要領第３の３に規定す

る対象産地の当該販売価額が著しく低落した場合に、その生産者の経営に及ぼす影響を緩和す

るための生産者補給金（以下この章において「補給金」という。）をその生産者に交付するた

め、要領第３の４に規定する契約出荷団体（以下この章において「契約出荷団体」という。）に

対して生産者補給交付金（以下この章において「補給交付金」という。）を交付する事業(「野

菜等経営安定対策事業」という。）を行う。 

(業務対象年間) 

第４条 野菜等経営安定対策事業（以下この章において「事業」という。)の業務の対象となる期間

(以下「業務対象年間」という。)は１年とする。 

    

第２節 補給交付金及び補給交付金の交付 

 

（補給交付金の交付に関する申込み） 

第５条 契約出荷団体は、対象野菜等、対象産地及び対象期間ごとの区分（以下この章において「業

務区分」という。）に対象生産者からの申込みをとりまとめ、補給交付金の交付を受けようと 

する年の出荷期間開始の最初の日の１か月前の日まで（ただし、京のふるさと産品協会が指定

した日がある場合はその日、以下この章において「申込期限」という。）に別記様式第２号によ

り申込むものとする。 

２ 京のふるさと産品協会は、前項の申込みがあったときはあらかじめ知事と協議することとし、

承諾した場合は、その旨を当該契約出荷団体の長、対象産地の市町村長（以下「関係市町村長」

という。）及び対象産地を管轄する府広域振興局長（京都市、向日市、長岡京市及び大山崎町に

あっては府農林水産部流通・ブランド戦略課長）（以下「関係振興局長等」という。）に通知す

るものとする。 

（負担金１号） 



第６条 京のふるさと産品協会は、前条第１項の規定に基づく申込みを承諾したときは、当該契約

出荷団体に負担金（以下「負担金１号」という。）を負担させるものとする。負担金１号の負担

者及び負担割合は別表第１のとおりとする。 

２ 負担金１号の額は、要領第５の２の規定に基づき知事が定めた資金造成単価（以下この章にお

いて「資金造成単価」という。）の額に前条の規定により、契約出荷団体が申込みをした補給交

付金の交付の対象となる出荷予約数量（以下この章において「交付予約数量」という。）を乗じ

て得た額に別表第１の負担割合を乗じて得た額とする。ただし、当該業務対象年間の直前の業

務対象年間において負担金１号に残額がある場合の負担金額は、その残額を控除した額とする。

また、控除後においてなお負担金１号に残額がある場合はその残額を契約出荷団体に返還する

ものとする。 

３ 京のふるさと産品協会は、前２項の規定により契約出荷団体に負担金１号を負担させるときは、

当該契約出荷団体に金額、納入期限及び納入方法を記載した納入通知書を送付するものとする。

また、負担金 1 号を返還するときは、当該契約出荷団体に金額、返還日及び返還方法を記載し

た返還通知書を送付するものとする。 

４ 京のふるさと産品協会は、前項の規定により契約出荷団体に対し負担金 1 号の納入あるいは返

還通知をしたときは、その旨を知事及び関係市町村長に通知するものとする。 

 

（交付予約数量の増加） 

第７条  削  除 

 

(契約の更改) 

第８条  削  除 

 

(延 滞 金) 

第９条 京のふるさと産品協会は、契約出荷団体が負担金１号をその納入期限までに納入しない場

合には、当該納入期限の翌日から納入した日までの日数に年利 10.00 パーセント以内で理事長

が定める率の割合で計算した延滞金を徴収することができる。 

(負担金の相殺の禁止) 

第１０条 契約出荷団体は、京のふるさと産品協会に納入すべき負担金１号について相殺をもって

京のふるさと産品協会に対抗することができない。 

(補給交付金を交付する場合) 

第１１条 補給交付金の交付は、業務区分ごとに第１５条に基づき認定した平均販売価額が要領第

５の２の規定により知事が定めた保証基準額（以下この章において「保証基準額」という。）を

下回った場合に、当該契約出荷団体に対し行うものとする。 

２ 前項の補給交付金の単価は、保証基準額から平均販売価額を差し引いて得た額とする。 

 

(補給交付金の額) 

第１２条 業務区分ごとの補給交付金の額は、前条第２項の単価に契約出荷団体が出荷した数量(そ

の数量が交付予約数量を上回る場合には、当該交付予約数量)を乗じて得た額とする。 



(負担金２号) 

第１３条  削  除 

 

(出荷販売実績等の報告) 

第１４条 契約出荷団体は、業務区分ごとに出荷期間終了後１か月以内に出荷販売実績をとりまと

め別記様式第６号により京のふるさと産品協会に報告しなければならない。ただし出荷期間に

ずれが生じた業務区分、また精算時期があらかじめ出荷団体で決まっている品目は、出荷期間

終了後２か月以内とする。 

２ 前項の規定による報告は関係振興局長等を経由して行うものとし、その際に関係振興局長等の

確認を受けなければならない。 

(平均販売価額の認定) 

第１５条 京のふるさと産品協会は、前条の規定による報告に基づき、次の式により業務区分ごと

に当該年度の平均販売価額を認定するものとする。 

 

          平均販売価額 = 総出荷販売金額 ÷ 総出荷数量 

 

(補給交付金予定額の通知) 

第１６条 京のふるさと産品協会は、前条の規定に基づき認定された平均販売価額から補給交付金

の予定額等を算定し、契約出荷団体の長、知事及び関係市町村長に通知するものとする。 

(補給交付金の申請) 

第１７条 契約出荷団体は、補給交付金を受けようとするときは、別記様式第４号により交付予定

額通知後１５日以内に京のふるさと産品協会に申請するものとする。 

２ 京のふるさと産品協会は、前項の申請を受けたときは契約出荷団体に対して速やかに補給交付

金を交付するものとする。 

(補給交付金の一部交付等) 

第１８条 京のふるさと産品協会は、契約出荷団体が次の各号の一に該当する場合には、補給交付

金の全部若しくは一部を交付せず、又は既に交付した補給交付金の全部若しくは一部を返還さ

せることができる。 

  （１） 出荷数量が交付予約数量と著しくかい離したとき 

  （２） 故意又は過失により第５条第１項の申込書に不実の記載をしたとき 

  （３） 正当な理由なくして負担金の納入を怠ったとき 

  （４） 第１４条の出荷販売実績等の報告書の改ざんを行い又は行わせたとき 

  （５） 交付を受けた補給交付金についてその交付を怠ったとき 

 

 (補給金の交付) 

第１９条 契約出荷団体は、補給交付金の交付を受けたときは、その額を生産者の出荷数量等に応

じて、速やかに生産者に交付するものとする。 

２ 契約出荷団体は、補給金の交付を完了したときは、補給金の交付後１か月以内に別記様式第５

号により、京のふるさと産品協会に報告するものとする。 



第２０条  削 除 

 

(特別交付金を交付する場合) 

第２１条 京のふるさと産品協会は、要領第５の４に基づき、気象災害等により収穫量が著しく減

少した産地がある場合に、当該契約出荷団体に特別交付金を交付するものとする。 

２ 業務区分ごとの特別交付金の額は、要領の運用第７の４に定める指数を第２３条に定める交付

準備金に乗じて得た額とする。 

３ 前項の特別交付金は、補給交付金が当該業務区分において交付された場合には、交付金から補

給交付金を除いた額の範囲内とする。 

(価格暴落対策) 

第２２条  削  除 

(交付準備金) 

第２３条 京のふるさと産品協会は、要領第３に規定する京都府から交付された金銭（以下この章

において「補助金等」という。）、負担金１号をもって造成された交付準備金(以下この章にお

いて「交付準備金」という。)を業務区分ごとに区分して管理するものとする。 

２ 京のふるさと産品協会は、補給交付金を交付するため交付準備金を取り崩す場合には、資金造

成額(負担金１号と補助金等を加算した額)を同率で取り崩すものとする。 

(残余財産の処分) 

第２４条 京のふるさと産品協会は、業務が終了した業務区分ごとに交付準備金に残余を生じたと

きは、その残余の額のうち負担金１号を契約出荷団体に、補助金等に相当する額を京都府にそ

れぞれ返還するものとする。 

２ 京のふるさと産品協会は、前項の規定により契約出荷団体に対し負担金１号を返還する場合に

は、その旨を関係市町村長に通知するものとする。 

 

 

第３章  特定野菜等供給産地育成価格差補給事業 

 

第１節 事業の対象 

(事業の主旨) 

第２５条 京のふるさと産品協会は、別表第２及び別表第３の対象野菜の欄に掲げる対象野菜の価

格の著しい低落があった場合において、その低落が対象野菜(野菜価格安定対策費補助金交付等

要綱（令和４年４月１日付け３農産第 3943号農林水産事務次官依命通知（以下「交付等要綱」

という。）別記４の特定野菜等供給産地育成価格差補給事業実施要領（以下「特定野菜等実施

要領」という。)の定めるところにより知事の選定した対象産地の区域内で生産されるものに限

る。以下同じ。)の出荷に関し特定野菜等実施要領の第３の３の（３）に規定する共同出荷組織

(以下この章において「共同出荷組織」という。)との間に直接又は間接の委託関係(共同出荷組

織に対してされた区域内対象野菜の出荷の委託(共同出荷組織に対して区域内対象野菜の出荷

を委託した者に対してされた当該区域内対象野菜の出荷の委託及び当該区域内対象野菜につき

順次出荷された出荷の委託を含む。以下同じ。)によるものをいう。)又は特定野菜等実施要領



第３の３の（４）に規定する相当規模生産者が、その生産者の経営に及ぼす影響を緩和するた

めの補給金をその生産者に交付するため、当該共同出荷組織に対して価格差補給交付金又は、

相当規模生産者の価格差補給金（以下「価格差補給交付金等」という。）を交付する事業(以下

「特定野菜等供給産地育成価格差補給事業」という。)を行う。 

(対象市場) 

第２６条  特定野菜等供給産地育成価格差補給事業に係る対象市場は、別表第２及び別表第３の対

象野菜の欄に掲げる対象野菜ごとに、これらの表の対象市場群の欄に掲げるとおりとする。 

(対象出荷期間) 

第２７条 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業に係る対象出荷期間は、別表第２及び別表第３

の対象野菜の欄に掲げる対象野菜ごとに、これらの表の対象出荷期間の欄に掲げるとおりとす

る。 

(業務対象年間) 

第２８条 京のふるさと産品協会は、別表第２及び別表第３に掲げる対象野菜、対象市場及び対象出

荷期間により定まるこれらの表に掲げる業務対象年間について業務を行うものとする。 

２ 京のふるさと産品協会は、価格差補給交付金等の交付に充てるための資金が著しく減少したこ

とにより業務を行うことが困難と認められる場合、共同出荷組織等の交付予約数量の適正化を

図る必要がある場合、共同出荷組織等の特例申込の契約締結の機会を与える必要がある場合、

農業保険法に基づく農業経営収入保険事業の実施に伴い必要がある場合その他やむを得ないと

認められる場合には、これを短縮することができる。 

 

第２節  価格差補給交付金及び価格差補給金の交付 

(価格差補給交付金等の交付に関する申込み) 

第２９条  共同出荷組織又は相当規模生産者（以下「共同出荷組織等」という。）は、価格差補給交

付金等の交付を受けようとするときは、別表第２及び別表第３に掲げる業務区分(以下単に「業務

区分」という。）ごと及び業務対象年間ごとに、別表第２及び別表第３に掲げる業務区分ごと

の申込期限（ただし、京のふるさと産品協会が指定した日がある場合はその日、以下この章に

おいて「申込期限」という。）までに別記様式第２号より申込むものとする。  

２ 京のふるさと産品協会は、前項の申込みを承諾したときは、その旨を当該共同出荷組織等の長、

知事及び関係市町村長に通知するものとする。 

(負担金３号) 

第３０条 京のふるさと産品協会は、前条第１項の規定による申込みを承諾したときは、当該共同

出荷組織等に負担金(以下「負担金３号」という。)を負担させるものとする。 

２ 共同出荷組織等が負担する負担金３号の額は、それぞれ業務区分ごとに別表第２又は別表第３

の資金造成単価（以下この章において「資金造成単価」という。）の額に前条の規定により、共

同出荷組織等が申込みをした価格差補給交付金等の対象となる出荷予約数量（以下この章にお

いて「交付予約数量」という。）を乗じて得た額(別表第３に掲げる対象野菜の特例６５に係る

負担金３号にあっては、この額の６分の５に相当する額)に別表第２に掲げる対象野菜にあって

は３分の１、別表第３に掲げる対象野菜にあっては４分の１を乗じて得た額とする。ただし、

当該業務対象年間の直前の業務対象年間において負担金３号に残額がある業務区分の負担額



は、その残額を控除して得た額とする。また、控除後においてなお負担金３号に残額がある場

合はその残額を共同出荷組織等に返還するものとする。 

３ 負担金３号の一部を市町村が負担する場合は、当該負担に係る業務区分に相当する負担金３号

の額は前項の規定にかかわらず、理事会において別に定めるものとする。 

４ 京のふるさと産品協会は、第１項の規定により共同出荷組織等に負担金３号を負担させるとき

は、当該共同出荷組織等に金額、納入期限及び納入方法を記載した納入通知書を送付するもの

とする。 

(交付予約数量の増加) 

第３１条 業務対象年間の２年度目以降において、共同出荷組織等は、申込期限（当初年度の申込期

限と同月日とする。）までに、別記様式第３号の申込書を提出して、前年度の交付予約数量の

増加を申込むことができる。 

２ 京のふるさと産品協会は、前項の申込みを承諾するときはあらかじめ知事と協議することとし、

承諾の旨を当該共同出荷組織等の長及び関係市町村長に通知するものとする。 

３ 第１項の規定による交付予約数量の増加に伴う共同出荷組織等が負担する負担金３号の額は、

交付予約数量の増加分に資金造成単価を乗じて得た額とする。 

４ 前項に係る負担金３号の納入には、前条第４項の規定を準用する。  

（交付予約数量の減少） 

第３１条の２ 第２９条第２項の規定により通知を受けた共同出荷組織等は、その委託生産者等が

農業保険法（昭和 22 年法律第 185 号）第 177 条に規定する農業経営収入保険（以下「収入保

険」という。）に加入した、又は加入する見込みである場合において、業務区分ごと及び業務対

象年間ごとに、申込期限（交付予約数量の減少をしようとする年の対象出荷期間が開始される

月の前月１日とする。）までに、別記様式第 3-2 号の申込書を提出して、交付予約数量の減少を

申し込むことができる。 

２ 京のふるさと産品協会は、前項の申込みを承諾したときは、その旨を当該共同出荷組織等の長、

知事及び関係市町村長に通知するものとする。 

３ 第１項の申込みを承諾した場合において、当該業務区分で積み立てられている負担金３号のう

ち、第１項の規定による申込みにおいて負担すべき負担金３号の金額を控除した残額を共同出

荷組織に返還するものとする。 

（交付予約の解約） 

第３１条の３ 第２９条第２項の規定により通知を受けた共同出荷組織等は、その委託生産者等が

収入保険に加入した、又は加入する見込みである場合において、業務区分ごと及び業務対象年

間ごとに、申込期限（交付予約の解約をしようとする年の対象出荷期間が開始される月の前月

１日とする。）までに、別記様式第 3-3 の申込書を提出して、交付予約の解約を申し込むこと

ができる。ただし、契約の解除は、当該申込期限後から当該対象出荷期間に係る価格差補給交

付金等の交付申請（交付申請を行うことがない場合は、当該対象出荷期間に係る旬別平均販売

価額の通知）までは、行うことができないものとする。 

２ 京のふるさと産品協会は、前項の申込みを承諾したときは、その旨を当該共同出荷組織等の長、

知事及び関係市町村長に通知するものとする。 

３ 第１項の規定による申込みを承諾したときは、交付予約を解約しようとする年の対象出荷期間



の開始日から業務対象年間の末日までの期間の交付予約が成立するものとする。 

４ 第１項の申込みを承諾した場合において、当該解約に係る共同出荷組織等が業務区分ごとに納

入した負担金３号の金額があるときは、その額を共同出荷組織等に返還するものとする。 

(契約の更改) 

第３２条 共同出荷組織等は、業務対象年間の途中において資金造成単価又は第３０条第２項で定

める負担割合が変更されたときは、京のふるさと産品協会に対して当該変更に係る業務区分に

つき既に成立している契約を更改すべき旨を申込むことができる。 

２ 第２９条及び第３０条の規定は、前項の申込みについて準用する。 

３ 契約更改時の負担金３号に残額がある場合の納入すべき金額は、その残額を控除して得た額と

する。また、控除後においてなお負担金３号に残額がある場合はその残額を共同出荷組織等に

返還するものとする。 

(延 滞 金) 

第３３条 京のふるさと産品協会は、共同出荷組織等が負担金３号をその納入期限までに納入しな 

  い場合には、当該納入期限の翌日から納入した日までの日数に年利 10.00 パーセント以内で理事

長が定める率の割合で計算した延滞金を徴収することができるものとする。 

(負担金の相殺の禁止) 

第３４条 共同出荷組織等は、京のふるさと産品協会に納入すべき負担金３号について相殺をもっ

て京のふるさと産品協会に対抗することができない。 

(価格差補給交付金等を交付する場合) 

第３５条 価格差補給交付金等の交付は、業務区分ごとに、第２９条第１項の規定による申込みを

した共同出荷組織等が生産者の委託を受けて、又は直接に、当該対象出荷期間に当該対象市場

に出荷した当該対象野菜(京都府特産物育成協議会が定めた出荷規格に適合するものに限る。以

下同じ。)の旬別の加重平均販売価額に相当する額(以下「旬別平均販売価額」という。)が、別

表第２又は別表第３に掲げる保証基準額(以下「保証基準額」という。)を下回った場合に共同

出荷組織等に対し行うものとする。 

２ 旬別平均販売価額の算定に当たっては、毎月１日から１０日まで、１１日から２０日まで及び

２１日 から３１日(その月の末日が２８日である月については２８日、その月の末日が２９日

である月については２９日、その月の末日が３０日である月については３０日)までそれぞれ１

旬として計算するものとする。ただし、対象出荷期間に属する日の数が７日未満である旬の当

該対象出荷期間に属する日は、当該対象出荷期間内のその旬と接続している旬に含めるものと

する。 

(価格差補給交付金等の金額) 

第３６条 対象野菜についての価格差補給交付金等の金額は、業務区分ごと及び共同出荷組織等ご

とに旬別の価格差補給交付金単価に、当該共同出荷組織等がその生産者の委託を受けて、又は

直接に、当該旬別の価格差補給交付金単価に対応する期間に当該対象市場に出荷した当該対象

野菜の数量から第３７条の２に定める価格差補給交付金等の交付の対象としない数量を除いた

数量(その数量が、その数量を当該対象出荷期間に当該対象市場に出荷した当該対象野菜の数量

で除して得た数値に当該共同出荷組織等に係る交付予約数量を乗じて得た数量を上回る場合に

は、当該乗じて得た数量。)を乗じて得た額の合計額とする。   



２ 前項の旬別の価格差補給交付金単価は、業務区分ごとに保証基準額から句別平均販売価額(句別

平均販売価額が別表第２又は別表第３に掲げる最低基準額(別表第３に掲げる対象野菜の特例

６５に係る場合にあっては最低基準額の１２分の１３に相当する額)を下回ったときは、当該最

低基準額)を差し引いて得た額に１０分の８を乗じて得た額とする。 

 

(出荷数量及び販売価額の認定) 

第３７条 共同出荷組織等は、対象市場の卸売業者からその発行する仕切書又は買付計算書を受領

したときは、速やかにその写しを京のふるさと産品協会に提出するものとする。 

２ 京のふるさと産品協会は、前項の規定により提出された仕切書又は買付計算書の写しに基づき、

前２条の場合における業務区分ごとの出荷数量、旬別平均販売価額及び価格差補給交付金等を

算定するものとする。 

３ 京のふるさと産品協会は、前項の規定により算定した出荷数量、旬別平均販売価額及び価格差

補給交付金等を認定するものとする。 

第３７条の２ 価格差補給交付金等の交付の対象としない数量とは、次のとおりとする。 

（１） 共同出荷組織にあっては、次のア及びイの数量を合計した数量とする。 

   ア 共同出荷組織から第３０条に規定の負担金３号を直接又は間接の構成員に負担させ

ている場合において、当該構成員以外の構成員が当該共同出荷組織に出荷を委託した対

象野菜の数量 

   イ 委託生産者が共同出荷組織に対して申告する事業を利用しない期間に共同出荷組織

に出荷委託した対象野菜の数量 

（２） 収入保険に加入した（加入する見込みも含む。）相当規模生産者にあっては、当該相当

規模生産者が京のふるさと産品協会に申告する当該事業を利用しない期間の対象野菜

の出荷数量 

２ 前項第 2 号において、相当規模生産者は京のふるさと産品協会に対して、事業を利用しない期

間が始まる前に、様式第 13 号により当該申請を行うものとする。 

(旬別平均販売価額の通知) 

第３８条 京のふるさと産品協会は、認定された出荷数量、旬別平均販売価額及び価格差補給交付

金等について、その内容を共同出荷組織等の長、知事及び関係市町村長に通知するものとする。 

(価格差補給交付金等の交付申請) 

第３９条 共同出荷組織等は、価格差補給交付金等の交付を受けようとするときは、前条の通知を

受けた日から１５日以内に、別記様式第４号の交付申請書により申請するものとする。 

２ 京のふるさと産品協会は、前項の申請を受けたときは共同出荷組織等に対して速やかに価格差

補給交付金等を交付するものとする。 

(価格差補給交付金等の一部交付等) 

第４０条 京のふるさと産品協会は、共同出荷組織等が次の各号の一に該当する場合には、価格差

補給交付金等の全部若しくは一部を交付せず、又は既に交付した価格差補給交付金等の全部、

若しくは一部を返還させることができる。 

（１） 故意又は過失により第２９条第１項、第３１条の２第１項の申込書に不実の記載をしたとき  

 （２）正当な理由なくして負担金の納入を怠ったとき 



 （３）仕切書の改ざんを行い又は行わせたとき 

 （４）交付を受けた価格差補給交付金等について補給金の交付を怠ったとき 

(価格差補給金等の交付) 

第４１条 共同出荷組織は、価格差補給交付金の交付を受けたときは、速やかにその交付を受けた

価格差補給交付金の金額に相当する額を第３５条第１項の委託に係る生産者に対して（生産者

が直接の委託以外の委託があるときは、順次当該委託をした者を通じて生産者に対して）、そ

の委託に係る対象野菜の数量（第３７条の２の第１項に規定する価格差補給交付金等の交付の

対象としない数量を除く。）を基礎として、価格差補給金を交付しなければならない。 

２ 共同出荷組織は、価格差補給金の交付を終了したとき又は相当規模生産者は、補給金を受領し

たときは、遅滞なく別記様式第５号により、その交付の結果を京のふるさと産品協会に報告し

なければならない。 

(価格差補給交付金等の削減) 

第４２条 京のふるさと産品協会は、業務区分ごとに、価格差補給交付金等の額が別表第２及び別

表第３の資金造成単価の欄に掲げる額に当該交付予約数量を乗じて得た額(既に価格差補給交

付金等を交付した場合にあっては、この額からその交付した価格差補給交付金等の額に相当す 

る額の合計額を差し引いて得た額)を超えるときは、価格差補給交付金等の額から当該超える額

を削減するものとする。 

(交付準備金) 

第４３条 京のふるさと産品協会は、共同出荷組織等の負担金及び京都府から価格差補給交付金等

の交付に充てることを条件として交付された金銭（以下この章において「補助金等」という。）

をもって造成された交付準備金(以下この章において「交付準備金」という。)を業務区分ごと

対象産地ごとに区分して管理するものとする。 

（残余財産の処分） 

第４４条 京のふるさと産品協会は、業務が終了した業務区分ごと対象産地ごとについて交付準備

金に残額がある場合は、その残額のうち負担金３号を共同出荷組織等に、補助金等に相当する

額を京都府にそれぞれ返還するものとする。 

 

 

第４章 野菜生産出荷安定資金造成円滑化事業 

 

第１節 納付金の納付 

（業務） 

第４５条 京のふるさと産品協会は、独立行政法人農畜産業振興機構（以下この章において「機構」

という。）が野菜生産出荷安定法（昭和 41 年法律第 103 号。以下この章において「法」とい

う。）第１０条第１項の生産者補給交付金又は生産者補給金若しくは法第１２条の交付金（以

下この章において「生産者補給交付金等」という。）の交付に充てるための財源として指定野

菜価格安定対策資金又は契約指定野菜安定供給資金（以下この章において「野菜生産出荷安定

資金」 

  という。）を造成する場合において、京都府に所在する法第１０条第１項の登録出荷団体又は登



録生産者（２以上の都道府県の区域内において、野菜指定産地の区域をその地区等の全部又は

一部とする登録出荷団体又は登録生産者にあっては、登録出荷団体の長又は登録生産者が京都

府の区域に生産者補給交付金等に関する事務を委任して行わせようとする者。以下この章にお

いて「登録出荷団体等」という。）に対して生産者補給交付金等として交付することを条件と

して、機構に対し納付金を納付するものとする。 

（納付金の納付等） 

第４６条 納付金の納付は、機構の業務方法書の定めるところにより機構から納付金の納入通知を

受けた場合に、機構に対して行うものとする。 

２ 前項の納付金の金額は、機構の業務方法書の定めるところにより機構に承諾された登録出荷団

体等の生産者補給交付金等の交付に関する申込みに相当する額とする。 

３ 登録出荷団体等は、前項の申込みを行うときは、あらかじめ、当該申込みを行うことについて京

のふるさと産品協会に連絡しなければならない。 

 

第４７条から第６２条まで削除 

 

第５章 野菜計画生産出荷促進対策特別事業 

 

第１節  生産出荷計画の承認 

(生産計画及び出荷計画の承認) 

第６３条 野菜計画生産出荷促進対策特別事業実施要領（昭和 54 年 6 月 15 日付け 4 農業第 496 号

京都府農林部長通達。以下この章において「要領」という。）第３の２の（３）に規定する対象

出荷団体（以下この章において「対象出荷団体」という。）が、価格差特別補給交付金の交付を

受けようとするときは、要領第３の２の（１）に規定する対象野菜の対象産地ごとに別記様式

第１１号による生産計画及び出荷計画を作成し、別表第６に定める期日までに提出できるもの

とする。 

２ 京のふるさと産品協会は、前項の規定により提出された生産計画及び出荷計画が、対象野菜の需

要及び供給等の状況からみて適当であると認められる場合には、これを承認するとともにその

内容を知事に報告するものとする。 

３ 前２項の規定は、生産計画及び出荷計画の変更について準用するものとする。この場合におい 

て第１項中「別表第６に定める期日」とあるのは「変更の対象となる月の前月の２０日まで」と

読み替えるものとする。 

 

第２節  価格差特別補給交付金の交付等 

(対象野菜) 

第６４条 削  除 

(計画生産出荷の認定) 

第６５条 京のふるさと産品協会は、対象野菜の対象産地ごとに、第３７条第３項の規定に基づき

認定した出荷数量(ただし野菜生産出荷安定法施行規則(昭和 41 年 7 月 1 日付け農林省令第 36

号)第５条に規定する登録出荷団体にあっては、独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機構」



という。）業務方法書（以下「機構業務方法書」という。）第１１２条の規定に基づき認定され

た出荷数量)とそれに対応する第６３条第２項の規定に基づき承認した出荷計画数量との差が

対象市場において月別に１５パーセント以内で、総数が当該出荷計画数量のおおむね１０パー

セントの範囲内であるかどうかの認定を 第２９条及び機構業務方法書第９６条に規定する業

務区分ごとに行うものとする。 

  なお、野菜生産出荷安定事業に係る登録出荷団体にあっては、対象野菜の対象出荷期間が終了

したとき、速やかにその結果を京のふるさと産品協会に提出するものとする。 

２ 京のふるさと産品協会は前項の認定をしたときは、遅滞なく知事及び当該対象出荷団体の長あ

て通知するものとする。 

(価格差特別補給交付金の金額) 

第６６条 京のふるさと産品協会は、前条により認定した出荷団体に対し、当該対象出荷団体が京

のふるさと産品協会又は機構から価格差補給交付金の交付を受ける場合、価格差特別補給交付

金を交付するものとする。 

２ 価格差特別補給交付金の額は、前条第１項の認定に係る野菜の当該価格差補給交付金相当額に

別表第７に定める割合を乗じて得た額とする。 

(価格差特別補給交付金の交付申請) 

第６７条 第６５条第１項の認定を受けた対象出荷団体は、価格差特別補給交付金の交付を受けよ 

  うとするときには第６５条第２項の通知を受けた日から１５日以内に、別記様式第４号による

価格差特別補給交付金交付申請書を提出しなければならない。 

２ 京のふるさと産品協会は前項の申請を受けたときは対象出荷団体に対して速やかに価格差特別

補給交付金を交付するものとする。 

（価格差特別補給交付金の一部交付等) 

第６８条 京のふるさと産品協会は、対象出荷団体が次の各号の一に該当する場合には、価格差特

別補給交付金の全部若しくは一部を交付せず、又は既に交付した価格差特別補給交付金の全部、

若しくは一部を返還させることができる。 

 

 （１）対象市場における出荷実績が、月々の出荷計画数量の合計の９０パーセントに達しないとき 

 （２）故意又は過失により前条に規定する申請書に不実の記載をしたとき 

 （３）仕切書の改ざんを行い又は行わせたとき 

 （４）交付を受けた価格差特別補給交付金についてその交付を怠ったとき 

（価格差特別補給金の交付) 

第６９条 価格差特別補給金の交付について、第４１条第１項及び機構業務方法書第１１７条の規

定を準用する。 

２ 対象出荷団体は、価格差特別補給金の交付を終了したときは、遅滞なく別記様式第５号の報告

書により、その交付の結果を京のふるさと産品協会に報告しなければならない。 

(交付準備金) 

第７０条 削  除 

 

 



 

             第６章 豆類価格安定対策事業 

 

               第１節  事業の対象 

(事業の主旨) 

第７１条 京のふるさと産品協会は、別表第８に掲げる対象豆類(豆類価格安定対策事業実施要領 

(昭和 61 年 5 月 26 日付け 1 農業第 561 号京都府農林水産部長通達。以下この章において「要

領」という。)第３の３の規定により知事が指定した対象産地（以下この章において「対象産 

地」という。）の区域内で生産されたものに限る。以下この章において同じ。)の価格の著しい

低落があった場合において、要領第３の２に規定する対象生産者（以下この章において「対象

生産者」という。）の経営に及ぼす影響を緩和するため、要領第４の５に規定する対象出荷団

体（以下この章において「対象出荷団体」という。）が対象生産者に対し生産者補給金（以下こ

の章において「補給金」という。）を交付するのに必要な生産者補給交付金（以下この章におい

て「交付金」という。）を対象出荷団体に交付する事業(以下「豆類価格安定対策事業」という。)

を行う。 

(対象出荷期間) 

第７２条 豆類価格安定対策事業に係る対象出荷期間は、別表第８のとおりとする。 

(業務対象年間) 

第７３条 業務対象年間は３年とする。 

  京のふるさと産品協会は、要領第４の６で規定する交付準備金（以下この章において「交付準

備金」という。）が著しく減少したことにより業務を行うことが困難と認められる場合、その

他やむを得ないと認められる場合には、知事の承認を得て業務対象年間を短縮することができ

る。 

                    

第２節 交付金及び補給金の交付 

(交付金の交付に関する申込み) 

第７４条  対象出荷団体は、対象生産者からの申込みを取りまとめのうえ交付金の交付を受けよう

とする場合は、別表第８に掲げる業務区分ごと及び対象産地ごと（以下この章において「業務

区分等」という。）にその初年度の対象出荷期間開始の日の１か月前の日まで（ただし、京の 

  ふるさと産品協会が指定した日がある場合はその日、以下この章において「申込期限」という。）

に、別記様式第２号により申込むものとする。  

２  京のふるさと産品協会は、前項の申込みがあったときはあらかじめ知事と協議するものとし、

承諾した場合は、その旨を対象出荷団体の長、関係市町村長及び全国農業協同組合連合会京都

府本部（以下「ＪＡ全農京都」という。）の長に通知するものとする。 

(負担金５号) 

第７５条  京のふるさと産品協会は、前条第１項の規定により申込みを承諾したときは、当該対象

出荷団体に負担金(以下この章において「負担金５号」という。)を負担させるものとする。 

２  対象出荷団体が負担する負担金５号の額は、要領第４の６の規定に基づき知事が定める資金造

成単価（以下この章において「資金造成単価」という。）に前条の規定により対象出荷団体が申



込みをした交付金の交付の対象となる出荷予約数量（以下この章において「交付予約数量」と

いう。）を乗じて得た額に２分の１を乗じて得た額とする。ただし、業務区分等ごとの当該 

業務対象年間の直前の業務対象年間において負担金５号に残額があった場合の負担金額は、そ

の残額を控除して得た額とする。また、控除後においてなお負担金５号に残額がある場合はそ

の残額を対象出荷団体に返還するものとする。 

３ 京のふるさと産品協会は、第１項の規定により対象出荷団体に負担金５号を負担させるときは、

当該対象出荷団体の長に金額、納入期限及び納入方法を記載した納入通知書を送付するものと

する。 

４ 京のふるさと産品協会は、前項の規定により対象出荷団体に対し負担金５号の納入通知をした

ときは、その旨を知事及び関係市町村長に通知するものとする。 

(交付予約数量の増加） 

第７６条 業務対象年間の２年度目以降において、対象出荷団体は、申込期限（初年度の申込期限と

同月同日とする。）までに別記様式第３号の申込書を提出して、前年度の交付予約数量の増加

を申し込むことができる。 

２ 京のふるさと産品協会は、前項の申込みがあったときはあらかじめ知事と協議するものとし、

承諾した場合は、その旨を当該対象出荷団体の長及び関係市町村長に通知するものとする。 

３ 第１項の規定による交付予約数量の増加の申込みに伴う対象出荷団体が負担する負担金５号の 

  額は、次の式により算出するものとする。 

前年度の資金造成残額  １ 
増加に係る負担金５号の額 ＝ 増加に係る交付予約数量 ×            × 

前年度の交付予約数量  ２ 

４ 前項の場合、前条第３項及び第４項の規定を準用する。  

(交付予約数量の減少） 

第７６条の２ 業務対象年間の２年目以降において、対象出荷団体は、委託生産者が農業保険法（昭

和 22 年法律第 185 号）第 177 条に規定する農業経営収入保険（以下「収入保険」という。）に加

入した、又は加入する見込みである場合において、申込期限（初年度の申込期限と同月同日とす

る。）までに、別記様式第 3-2 号の申込書を提出して、交付予約数量の減少を申し込むことがで

きる。 

２ 京のふるさと産品協会は、前項の申込みがあったときはあらかじめ知事と協議するものとし、承

諾した場合は、その旨を当該対象出荷団体の長、及び関係市町村長に通知するものとする。 

３ 第１項の規定による申込みを承諾した場合において、当該業務区分で積み立てられている負担金

５号のうち、第１項の規定による申込みにおいて負担すべき負担金５号の金額を控除した残額を

対象出荷団体に返還するものとする。 

（交付予約の解約） 

第７６条の３ 業務対象年間の２年目以降において、対象出荷団体は、委託生産者が農業保険法（昭

和 22 年法律第 185 号）第 177 条に規定する農業経営収入保険（以下「収入保険」という。）に加

入した、又は加入する見込みである場合において、申込期限（初年度の申込期限と同月同日とす

る。）までに、別記様式第 3-3 号の申込書を提出して、交付予約の解約を申し込むことができる。 

２ 京のふるさと産品協会は、前項の申込みがあったときはあらかじめ知事と協議するものとし、

承諾した場合は、その旨を当該対象出荷団体の長、及び関係市町村長に通知するものとする。 



３ 第１項の規定による申込みを承諾したときは、交付予約を解約しようとする年の対象出荷期間の

開始日からその末日までの期間において成立するものとする。 

４ 第１項の申込みの承諾をした場合において、当該解約に係る対象出荷団体が業務区分ごとに納

入した負担金５号の金額があるときは、その負担金５号に相当する額を対象出荷団体に返還す

るものとする。 

(契約の更改) 

第７７条 対象出荷団体は、業務対象年間の途中において資金造成単価又は第７５条第２項に定め

る負担割合が変更されたときは、京のふるさと産品協会に対して当該変更に係る業務区分等に 

  つき既に成立している契約を更改すべき旨を申し込むことができる。 

２ 第７４条及び第７５条の規定は、前項の申込みについて準用する。 

３ 契約更改時における負担金５号に残額がある場合の負担金額は、その残額を控除して得た額と

する。また、控除後においてなお負担金５号に残額がある場合はその残額を対象出荷団体に返 

  還するものとする。 

(延 滞 金) 

第７８条 京のふるさと産品協会は、対象出荷団体が負担金５号をその納入期限までに納入しない

場合には、納入期限の翌日から納入した日までの日数に年利 10.00 パーセント以内で理事長が

定める率の割合で計算した延滞金を徴収することができるものとする。 

(負担金の相殺の禁止) 

第７９条 対象出荷団体は、京のふるさと産品協会に納入すべき負担金５号について相殺をもって

京のふるさと産品協会に対抗することができない。 

(交付金を交付する場合) 

第８０条 交付金の交付は、業務区分等ごとに、対象出荷団体が対象生産者の委託を受けて対象出 

荷期間にＪＡ全農京都に出荷委託した対象豆類(共同計算方式により出荷されたものであり、か

つ、京都府特産物育成協議会が定めた出荷規格に適合するものに限る。以下同じ。)の加重平均

販売価額（以下この章において「平均販売価額」という。）が要領第５の２の規定により 

知事が定めた保証基準額（以下この章において「保証基準額」という。）を下回った場合に、当

該対象出荷団体に対して行うものとする。 

(交付金の額) 

第８１条 対象豆類の交付金の額は、業務区分等ごとに第２項で定める交付金単価に対象出荷期間

にＪＡ全農京都に出荷委託した数量(その数量が交付予約数量を上回る場合には交付予約数量

とする。)を乗じて得た額とする。 

２  前項の交付金単価は、業務区分等ごとに保証基準額から平均販売価格(平均販売価額が最低基準

額を下回ったときは当該最低基準額)を差し引いて得た額とする。 

(出荷数量及び販売価額の認定) 

第８２条 対象出荷団体は、対象出荷期間終了後１か月以内に別記様式第９号による出荷販売実績

報告書を業務区分等ごとに京のふるさと産品協会に提出するものとする。 

  また、ＪＡ全農京都は、対象出荷団体からの販売実績を当該対象出荷期間終了後１か月以内に

別記様式第１０号により京のふるさと産品協会に報告するものとする。 

２ 京のふるさと産品協会は、前項の規定により報告された出荷販売実績報告に基づき業務区分ご 



  と及び対象出荷団体ごとに出荷数量、平均販売価額等を認定するものとする。 

(交付金交付予定額の通知)             

第８３条 京のふるさと産品協会は、前条の規定に基づき認定された平均販売価額から交付金交付予 

定額等を算定し、対象出荷団体の長、知事、関係市町村長及びＪＡ全農京都に通知するものとす

る。通知するものとする。 

(交付金の交付申請) 

第８４条 対象出荷団体は、交付金の交付を受けようとするときは、交付予定額通知後１５日以内

に別記様式第４号により申請するものとする。 

２ 京のふるさと産品協会は、前項の申請を受けたときは対象出荷団体に対して速やかに交付金を

交付するものとする。 

(交付金の一部交付等) 

第８５条 京のふるさと産品協会は、対象出荷団体が次の各号の一に該当する場合には、交付金の 

  全部若しくは一部を交付せず、又は、既に交付した交付金の全部、若しくは一部を返還させるこ

とができる。 

 （１）出荷数量が交付予約数量と著しくかい離したとき 

 （２）故意又は過失により第７４条第１項の申込書に不実の記載をしたとき 

 （３）正当な理由なくして負担金の納入を怠ったとき 

 （４）出荷販売明細書の改ざんを行い又は行わせたとき 

 （５）交付を受けた交付金についてその交付を怠ったとき 

(補給金の交付) 

第８６条 対象出荷団体は、交付金の交付を受けたときは、速やかにその交付を受けた交付金の金

額に相当する額を対象生産者の出荷数量等に応じて区分し、対象生産者に補給金を交付しなけ 

  ればならない。 

２ 対象出荷団体は、補給金の交付を完了したときは、補給金の交付後１か月以内に別記様式第５

号により、その結果を京のふるさと産品協会に報告しなければならない。 

(交付準備金) 

第８７条 京のふるさと産品協会は、要領第４の６に基づき京都府から補給金の交付に充てること

を条件として交付された金銭（以下この章において「補助金等」という。）及び負担金５号をも

って造成された交付準備金(以下この章において「交付準備金」という。)を業務区分等ごとに

区分して管理するものとする。 

(残余財産の処分) 

第８８条 京のふるさと産品協会は、業務が終了した業務区分等ごとに交付準備金に残余を生じた

ときは、その残額のうち負担金５号の額を対象出荷団体に、補助金等に相当する額を京都府に

それぞれ返還するものとする。 

２ 京のふるさと産品協会は、前項の規定により対象出荷団体に対し負担金５号を返還する場合に 

は、その旨を関係市町村長に通知するものとする。                   

 

 

 



第７章 （第８９条～第１０８条）削除 

 

第８章 （第１０９条～第１２８条）削除 

 

第９章 （第１２９条～第１３３条）削除 

 

第１０章 （第１３４条）削除 

 

 

第１１章 雑     則 

(報告の徴収) 

第１３５条 京のふるさと産品協会は、事業運営上必要な事項について、契約出荷団体、対象出荷団

体及び事業の対象となる農業協同組合等(以下この章において「出荷団体等」という。)に対し

て報告を求めることができる。 

(遵守事項) 

第１３６条 出荷団体等は、京のふるさと産品協会が事業運営上必要として指示する事項を遵守し 

  なければならない。 

(委   任) 

第１３７条 この業務方法書に定めるもののほか、この業務方法書の施行について必要な事項は、

理事会の議決を経て別に定める。 

 

      附    則 

１ この業務方法書は、この協会の設立許可のあった日から施行する。 

２ この協会の設立後３か月以内に、出荷対象期間が開始されるものについては、第４条第２項、第

１０条第１項、第３項及び第１５条第１項の規定にかかわらず、この協会設立後速やかに申請、

申込み、契約の締結等の行為を行うものとする。 

附    則 

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、平成 22 年 4 月 1 日から適用する。 

附    則 

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、平成 23 年 4 月 1 日から適用する。 

附    則 

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、平成 24 年 4 月 1 日から適用する。 

附    則  

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、平成 25 年 4 月 1 日から適用する。 

附    則    

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、平成 25 年 10 月 1 日から適用する。 

附    則 

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、平成 26 年 4 月 1 日から適用する。 

 



附    則 

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、平成 27 年 4 月 1 日から適用する。 

附    則 

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、平成 28 年 4 月 1 日から適用する。 

附    則 

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、平成 29 年 2 月 1 日から適用する。 

附    則 

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、平成 29 年 4 月 1 日から適用する。 

附    則 

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、平成 30 年 4 月 1 日から適用する。 

２ 変更後の第 31 条の 2、第 31 条の 3、第 37 条の 2 については、別表第 2 及び第 3 に掲げる対象出荷期間

の開始日が平成 31 年 1 月 1 日以後である業務区分から適用する。  

附    則 

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、対象出荷期間の開始日が平成 31 年 1 月 1 日 

以後である業務区分から適用する。 

附    則 

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、平成 31 年 4 月 1 日から適用する。 

附    則 

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、令和 2 年 4 月 1 日から適用する。  

ただし、別表 2 及び別表 3 の対象市場群の欄の変更は、令和 2 年 6 月 21 日から施行する。 

２  令和 2 年 6 月 20 日において対象市場であって、同年 6 月 21 日において、卸売市場法(昭和 46 年

法律第 35 号)第 4 条第 1 項又は第 13 条第 1 項の認定を受けていない市場等については、同年 6 月

21 日から同年 7 月 31 日までの間に限り対象市場とみなし、改正前の別表 2 及び別表 3 を適用す

る。 

附    則 

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、令和 3 年 4 月 1 日から適用す

る。またこの業務方法書の一部改正の適用日に併せて、この業務方法書で定める様式に押印欄があ

る書面について、押印がなくても書面を受け付けることとする。ただし、この取扱いは押印の省略

を求めるものではなく、押印された書面は従前どおり取り扱うとともに、押印のない書面は必要に

応じ当該書面の真正性について確認するものとする。 

附    則 

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、令和 4 年 4 月 1 日から適用する。  

附    則 

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、令和 4 年 8 月 1 日から適用する。 

附    則 

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、令和 5 年 4 月 1 日から適用する。 

附    則 

１ この業務方法書の一部改正は、知事の承認のあった日から施行し、令和 6 年 4 月 1 日から適用する。  

ただし、第 2 章の第 3 条、第 15 条、第 21 条に係る変更は、令和 6 年 4 月 10 日とする。  



 

 

別表第１ 

 

資金造成額の負担者及び負担割合 

 

  ○契約出荷団体が農業協同組合の場合 

 

負担者 

 

区分       

 

 

 

京都府 

 

負担金１号 

 

市町村 

 

Ｊ Ａ 

 

生産者 

 

一般型 

 

 

１／２ 

 

 

３／１６ 

 

 

１／１６ 

 

 

１／４ 

 

 

   ○その他の場合 

 

         負担者 

 

   区分 

 

 

 

     京都府 

 

          負担金１号 

 

     市町村 

 

契約出荷団体・生産者 

 

        一般型 

 

 

      １／２ 

 

 

     ３／１６ 

 

 

      ５／１６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表第２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象野菜 対象
の区分 市場群 （㎏当たり） （㎏当たり） （㎏当たり）

注）近畿ブロックとは次に掲げる卸売市場等をいう。

京都市中央卸売市場第一市場 明石市公設地方卸売市場

大阪市中央卸売市場本場 大阪府中央卸売市場

大阪市中央卸売市場東部市場 京都府南部総合地方卸売市場

神戸市中央卸売市場本場 岸和田綜合食品地方卸売市場

神戸市中央卸売市場東部市場 丸池地方卸売市場 　 　

姫路市中央卸売市場 京都南部地方卸売市場丸寿青果株式会社

尼崎市公設地方卸売市場 大津市公設地方卸売市場

JA全農青果センター株式会社大阪センター 堺七道青果地方卸売市場

地方卸売市場大阪促成青果 堺市立青果地方卸売市場

大阪南部合同青果地方卸売市場 豊岡中央青果地方卸売市場

和歌山市中央卸売市場 南紀田辺地方卸売市場

奈良県中央卸売市場

               

                                                                         

保証基準額 最低基準額 資金造成単価

対象出荷期間

 
 近畿

ブロック

                                           

負担金
納入期限

                                  

                                  

業務区分

業務対象年間
申込
期限

               

                                  

                                  
                                             

               

             

                                  

                                  

                                  

※現在、京都府内において、別表2の区分による項目に該当はないため空欄とした。

                                                                         
                                  

 



 

 

別表第３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保証基準額 最低基準額

対象野菜 対象
の区分 市場群 （㎏当たり） （㎏当たり） （㎏当たり）

円銭 円銭 円銭

 　４月　１日から

 　５月１５日まで

 　５月１６日から

 　６月３０日まで

 　７月　１日から

 　９月３０日まで

 　７月　１日から

 　９月３０日まで

 １０月  １日から

 １１月３０日まで

注）近畿ブロックとは次に掲げる卸売市場等をいう。

京都市中央卸売市場第一市場 明石市公設地方卸売市場

大阪市中央卸売市場本場 大阪府中央卸売市場

大阪市中央卸売市場東部市場 京都府南部総合地方卸売市場

神戸市中央卸売市場本場 岸和田綜合食品地方卸売市場

神戸市中央卸売市場東部市場 丸池地方卸売市場

姫路市中央卸売市場 京都南部地方卸売市場丸寿青果株式会社

尼崎市公設地方卸売市場 大津市公設地方卸売市場

JA全農青果センター株式会社大阪センター 堺七道青果地方卸売市場

地方卸売市場大阪促成青果 堺市立青果地方卸売市場

大阪南部合同青果地方卸売市場 豊岡中央青果地方卸売市場

和歌山市中央卸売市場 南紀田辺地方卸売市場

奈良県中央卸売市場

業務区分

業務対象年間
申込
期限

負担金
納入期限

資金造成単価

対象出荷期間

春キャベツ
近畿

ブロック

令和６年  ４月　１日から
3月1日 3月31日 82.00 54.61 21.91

令和８年  ５月１５日まで

令和６年  ５月１６日から
4月16日 5月15日 73.50 49.00 19.60

令和８年  ６月３０日まで

夏秋きゅうり 同上
令和６年  ７月  １日から

6月1日 6月30日 242.00 161.33 64.54
令和８年  ９月３０日まで

153.65

夏秋なす 同上

令和６年  ７月  １日から
6月1日 6月30日 230.50 61.48

令和８年  ９月３０日まで

令和６年１０月  １日から
8月1日 9月30日 253.50 169.14 67.49

令和８年１１月３０日まで



 

別表第４、別表第５ 削除 

 

  

別表第６ 

 

 

野菜の種類 

 

 

計画の対象となる 

野菜の出回り時期 

 

提 出 期 限 

 

備  考 

 生産計画・出荷計画 

春キャベツ 

夏秋きゅうり 

夏秋なす 

４～ ６月 

７～１１月 

 ７～１１月 

３月２０日 

６月２０日 

６月２０日 

 

 

 

 

 

別表第７ 削除 

 

   

別表第８ 

 

業  務  区  分 

 

対象豆類 

 

       対 象 出 荷 期 間 

 

黒大豆 

 

 

     １１月１日から１２月３１日まで 

           １月１日から ３月３１日まで 

 

小豆 

 

 

 

     １１月１日から１２月３１日まで 

           １月１日から ３月３１日まで 

 

 

 

別表第 ９     削除 

別表第１０    削除 

別表第１１     削除 

様式第１号     削除 

                                        



 

様式第 2 号（第 5 条・第 29 条・第 74 条関係） 
 

（             ）事業補給交付金交付申込書 
 

（ 番  号 ） 
   年  月  日 

 
公益社団法人 京のふるさと産品協会 
理事長                様 
 

申込者 
住所              
出荷団体名              
代表者名             

 
貴協会の業務方法書を承諾のうえ、     事業補給交付金の交付に係る交付予約数量を下記の
とおり申し込みます。 
 

記 
 
１ 対象産地名 
２ 対象野菜（対象豆類・対象花き） 
３ 対象市場 
４ 対象出荷期間      月   日 から    月   日 まで 
５ 交付予約数量            kg（本） 
６ 対象生産者数            名 
７ 栽培面積            アール 
８ 特例申込み等 
９ 負担金５号の負担割合 

○生産者    ％  ○農業協同組合    ％  ○市町村    ％ 
１０ 添付資料（対象生産者の内訳） 

別紙のとおり 
 
 
 
 
 
（注）各事業の記載方法は次のとおりとする。 
(1)野菜等経営安定対策事業 

    ①  1、2、4、5、6、7、10 について記入する。ただし「新規品目育成型」は、10 の添付資料を 

        要しない。 

    ② 2 の「対象野菜」は、作型も記入すること。 

   ③ 10 の「添付資料」は、統一様式第 2 号の 1 とする。 

 (2)特定野菜等供給産地育成価格差補給事業 
 ① 1、2、3、4、5、6、7、8、10 について記入すること。 

 

(3)豆類価格安定対策事業 
 ① 1、2、4、5、6、7、9、10 について記入すること。 
② 10 の「添付資料」は、統一様式第 1 号とする。 

  



 

様式第 3 号（第 31 条・第 76 条関係） 
 

（          ）事業補給交付金交付予約数量増加申込書 
 

（ 番  号 ） 
   年  月  日 

 
公益社団法人 京のふるさと産品協会 
理事長                様 
 

申込者 
住所              
出荷団体名              
代表者名                

 
貴協会の業務方法書を承諾のうえ、下記のとおり     事業補給交付金の交付に係る交付予
約数量を増加したいので申し込みます。 
 

記 
 
１ 対象産地名 
２ 対象野菜（対象豆類） 
３ 対象市場 
４ 対象出荷期間      月   日 から    月   日 まで 
５ 交付予約数量の増加数量等 

項   目 増加前 今回増加分 増加後 

交付予約数量 kg(本)    

対象生産者数 名    

栽培面積 ｱｰﾙ    

６ 増加の理由 
 ７ 添付資料（増加後の対象生産者の内訳） 

別紙（統一様式第 1 号）のとおり 

 
 
 
 
 
 
 
（注）各事業の記載方法は次のとおりとする。 
(1)特定野菜等供給産地育成価格差補給事業 
 ① 1、2、3、4、5、6 について記入すること。 
(2)豆類価格安定対策事業 
 ① 1、2、4、5、6、7 について記入すること。 

  ② 7 の「添付資料」については統一様式第 1 号とする。 
 

  



 

様式第 3-2号（第 31条の 2、第 76条の 2関係） 

 

(                    )事業補給交付金交付予約数量減少申込書 

 

（ 番  号 ） 
     年  月  日 

 

公益社団法人 京のふるさと産品協会 

  理 事 長         様 

 

                       申請者 

                        住所 

                        出荷団体名 

                        代表者名                  

 

 価格差補給交付金等の交付申込みの承諾により成立した交付予約について、委託生産者が農業保険法

第 177 条に規定する農業経営収入保険に加入した、又は加入する見込みであるため、貴協会の業務方法

書を承諾のうえ、下記のとおり交付予約数量を減少したいので申し込みます。 

 

記 

 

１ 対象産地名 

２ 対象野菜（対象豆類） 

３ 対象市場 

４ 対象出荷期間        月   日 から   月   日 まで 

５ 交付予約数量の減少数量等 
 

項    目 
既交付予約数量 

交付予約数量の 

減少数量 

減少後の交付 

予約数量 

交付予約数量 kg    

対象生産者数 名    

栽 培 面 積 アール    

６ 添付資料（減少後の対象生産者の内訳） 

      別紙（統一様式第 1 号）のとおり 

 

 

（注）各事業の記載方法は次のとおりとする。 
(1)特定野菜等供給産地育成価格差補給事業 
 ① 1、2、3、4、5 について記入すること。 
(2)豆類価格安定対策事業 
 ① 1、2、4、5、6 について記入すること。 

   ② 6 の「添付資料」については統一様式第 1 号とする。 



 

様式第 3-3号（第 31条の 3、第 76条の 3関係） 

 

（       ）事業補給交付金交付予約解約申込書 

 

（ 番  号 ） 
   年  月  日 

 

公益社団法人 京のふるさと産品協会 

  理 事 長         様 

 

                      申請者 

                       住所 

                       出荷団体名 

                       代表者名                  

 

 価格差補給交付金等の交付申込みの承諾により成立した交付予約について、委託生産者が農業保険法

第 177 条に規定する農業経営収入保険に加入した、又は加入する見込みであるため、貴協会の業務方法

書を承諾のうえ、下記のとおり（※）対象出荷期間の開始日から業務対象年間の末日までの期間（※豆

類価格安定対策事業については、「対象出荷期間の開始日からその末日までの期間」と読み替えるものと

する。）を解約したいので申し込みます。 

 

 

記 

 

１ 対象産地名 

２ 対象野菜 

３ 対象市場 

４ 対象出荷期間         月   日 から   月   日 まで 

５ 解約の対象となる 

対象出荷期間の開始日     年   月   日   

 

 

 

（注）各事業の記載方法は次のとおりとする。 
(1)特定野菜等供給産地育成価格差補給事業 
 ① 1、2、3、4、5 について記入すること。 
(2)豆類価格安定対策事業 
 ① 1、2、4 について記入すること。 

   ② 4 は「解約の対象となる対象出荷期間」と読み替え、その期間を記入すること。 

 

 



 
様式第 4 号（第 17 条・第 39 条・第 67 条・第 84 条関係） 
 

（             ）事業補給交付金交付申請書 
 

（ 番  号 ） 
   年  月  日 

 
公益社団法人 京のふるさと産品協会 
理事長                様 
 

申請者  
住所 
出荷団体名 
代表者名               

 
京のふるさと産品協会業務方法書第   条の規定により、下記のとおり事業に係る補給交付金の
交付を申請します。 
 

記 
 
１ 対象産地名 
２ 関係出荷団体名 
３ 対象野菜（対象豆類・対象花き） 
４ 対象市場 
５ 対象出荷期間      月   日 から    月   日 まで 
６ 補給交付金交付申請額          円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）各事業の記載方法は次のとおりとする。 
(1)野菜等経営安定対策事業 
 ①  1、3、5、6 について記入する。 
 ② 3 の「対象野菜」は、作型も記入すること。 
(2)特定野菜等供給産地育成価格差補給事業及び野菜計画生産出荷促進対策特別事業 
 ① 1、2、3、4、5、6 について記入すること。 
(3)豆類価格安定対策事業 
 ① 1、3、5、6 について記入すること。 
 

  



 

様式第 5 号（第 19 条・第 41 条・第 69 条・第 86 条・第 132 条関係） 
 

（             ）事業補給金交付報告書 
 

（ 番  号 ） 
   年  月  日 

 
公益社団法人 京のふるさと産品協会 
理事長                様 
 

申請者  
住所 
出荷団体名 
代表者名               

 
     事業に係る補給金について、下記のとおり交付したので報告します。 
 

記 
 
１ 対象産地名 
２ 関係出荷団体名 
３ 対象野菜（対象豆類・対象花き） 
４ 対象市場 
５ 対象出荷期間      月   日 から    月   日 まで 
６ 補給交付金の受領額                 円 
７ 生産者に対する補給金の交付済額           円 
８ 交付経過 

補給金受領 
年月日 

対象生産者数 交付済補給 
金額 

補給金交付 
終了年月日 

 
 
 

 
名 

 

 
円 

 

 
 
 

９ 添付資料 
補給金交付対象生産者名及び対象生産者別補給金額の一覧表 

 
 
（注）各事業の記載方法は次のとおりとする。 
(1)野菜等経営安定対策事業 
 ① 1、3、5、6、7、8、9 について記入すること。 
 ② 3 の「対象野菜」は、作型も記入すること。 
 ③ 9 の「添付資料」は、統一様式第 2 号とする。 
(2)特定野菜等供給産地育成価格差補給事業及び野菜計画生産出荷促進対策特別事業 
 ① 1、3、4、5、6、7、8、9 について記入すること。 
 ② 9 の「添付資料」は、統一様式第 1 号とする。 
(3)豆類価格安定対策事業 
 ① 1、3、5、6、7、8、9 について記入すること。 
 ② 9 の「添付資料」は、統一様式第 1 号とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
様式第 6 号（第 14 条関係） 
 

野菜等経営安定対策事業出荷販売実績報告書 
 

（ 番  号 ） 
   年  月  日 

公益社団法人 京のふるさと産品協会 
理事長                様 
 

申請者  
住所 
出荷団体名 
代表者名               

 
貴協会の業務方法書第１４条第１項の規定により、下記のとおり報告します。 
 

記 
 
１ 対象産地名 
２ 対象野菜（対象花き）・作型 
３ 総出荷数量                                    kg（本） 
４ 総出荷販売金額                                    円 
５ 生産者別出荷実績 

                   別紙のとおり（統一様式第 2 号の 2） 
 
６ 作柄及び被災害の状況 
 
７ 添付資料        売買仕切書 

日別出荷販売実績 
 

 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注）７の「売買仕切書」及び「日別出荷販売実績」については、電算出力帳票により経理内容の確

認が可能な場合は、その添付に換えることが出来る。 

  



 

様式第 9 号（第 82 条関係） 
 

豆類価格安定対策事業出荷販売実績報告書 
 

（ 番  号 ） 
   年  月  日 

 
公益社団法人 京のふるさと産品協会 
理事長                様 
 

申請者  
住所 
出荷団体名 
代表者名              

 
京のふるさと産品協会業務方法書第 82 条第 1 項の規定により、下記のとおり報告します。 
 

記 
 
１  対象産地名 
 
２  対象豆類 
 
３  対象出荷期間      月   日 から    月   日 まで 
 
４  出荷販売実績   下表のとおり 
 

 
項目 

 

 
総出荷販売実績 

 

 
左のうち全農向け出
荷販売実績 

 
左のうち契約生産者
出荷販売実績 

 
出荷数量 

 
kg 

 
 

 
 

 
 

 
出荷販売金額 

 
円 

 
 

 
 

 
 

 
平均販売価額 
 

 
円/kg 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
添付資料 
 
（１）全農京都府本部販売代金精算書 
 
（２）契約生産者別出荷販売実績数量一覧（統一様式第１号） 
 

  



 

様式第 10 号（第 82 条関係） 

 

 

豆類販売実績報告書 

 

 

（ 番  号 ） 

   年  月  日 

 

 

公益社団法人 京のふるさと産品協会 

理事長                様 

 

 

報告者 

住所           

名称             

代表者名                

 

 

京のふるさと産品協会業務方法書第 82 条第 1 項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

 

１ 業務区分 

 

 

（１）対象豆類 

 

 

（２）対象出荷期間        月   日 から    月   日 まで 

 

 

２ 販売実績      別紙のとおり 

 

 

  



 

様式第 11 号（第 63 条関係） 

 

 

野菜計画生産出荷促進対策特別事業生産・出荷計画書 

 

 

（ 番  号 ） 

   年  月  日 

 

 

公益社団法人 京のふるさと産品協会 

理事長                様 

 

 

報告者 

住所           

対象出荷団体名             

（契約出荷団体名） 

代表者名                

 

 

京のふるさと産品協会業務方法書第 63 条第 1 項の規定により、下記のとおり生産・出荷計画を作

成したので提出します。 

 

 

記 

 

 

１ 対象産地名 

 

 

２ 対象野菜名 

 

 

３ 対象出荷期間        月   日 から    月   日 まで 

 

 

４ 生産・出荷計画書      別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

様式第１２号 削除 

 



 

様式第 13号（第 37条の 2関係） 

 

特定野菜等供給産地育成価格差補給交付金交付事業を 

利用しない期間についての申告書 

 

 

   年  月  日 

 

公益社団法人 京のふるさと産品協会 

  理 事 長         様 

 

                     申請者 

                      住所 

                      相当規模生産者 

                      代表者氏名                   

 

 京のふるさと産品協会業務方法書第 37 の 2 の規定により、価格差補給金の交付を受けないものとし

て、特定野菜等供給産地育成価格差補給事業（以下「事業」という。）を利用しない期間について、下記

のとおり申告します。 

 

 

記 

 

１ 事業を利用しない期間（※申告者が法人の場合は事業年度とする） 

    年  月  日  ～   年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第１７号 削除 



統一様式第1号

） 年 度

農業協同組合 対象産地名： NO.

交付予約数量 栽培面積

kg a kg 円

合　　　計 （対象生産者 名）

対 象 生 産 者 一 覧 表 （

備　　　　考
補給金交付額

住　　　　　所生産者名番　　　号 集落名
出荷数量

交　付　予　約　数　量　等



統一様式第2号の1

契約出荷団体名（　　　　　　　　　）　　産地名（　　　　　　　　　　） 対象野菜等名（ ）　　作型・標準的出荷期間　（ ／ ～ ／ ） 　作成日 年 月 日 頁

生　　　産　　　者　　　名

見込み※

回転数
作付面積
（延面積）

       a

　　※　複数回収穫する作物のみ、回転数と延べ面積を記入する。

　　　　　　　　　　　　kg（本）

交付予約数量等

交付予約数量等
作付面積
（実面積）

                       a

対象生産者一覧表（入力表）

産地区分

集　　　落　　　名 備　　　　　　考

12

12

12

12

12

12

12

12

12

12

12

12

12

12

年度

／ ～ ／

作型 出荷期間

12

12

出荷団体コード 産地コード 品目コード

12

ﾃﾞｰﾀ
区分

種別
ｺｰﾄﾞ

生産者コード



統一様式第2号の2

契約出荷団体名（　　　　　　　　）　　　　産地名（　　　　　　　　　　　） 　　対象野菜等名（ ） 作型・標準的出荷期間（ ／ ～ ／ ） 作成日 年 月 日 頁

対象生産者一覧表（入力表）

産　地　実　績

生　　　産　　　者　　　名 集　　　落　　　名 備　　　　　　考

21

21

21

21

21

21

21

21

21

21

21

21

21

21

栽培面積収　穫　量

kg・本　　　　　　 ａ　　　

21

年度

／ ～ ／

21

出荷団体コード

21

産地コード 品目コード 作型 出荷期間

種別
ｺｰﾄﾞ

生産者コード



別紙

総出荷数量 総出荷販売金額 総出荷数量 総出荷販売金額

kg・本 円 kg・本 円

様式第７号、様式第８号　削除

計

農業協同組合　対象産地名：

日　別　販　売　実　績

月 日 月 日



（別　　紙）

（全農京都府本部扱分）

数量 金額 単価 数量 金額 単価 数量 金額 単価 数量 金額 単価 数量 金額 単価

kg 円 円／kg kg 円 円／kg kg 円 円／kg kg 円 円／kg kg 円 円／kg

（注）豆類の種類別に小計し、最後に合計のこと。

規　　格　　外　　品
計ＭＬ

規　　　　　　　　　格　　　　　　　　　品

２Ｌ

年 産 豆 類 販 売 実 績 表

  対象出荷団体
  （農協名・
    対象産地名） 対象豆類

／ ～ ／

対象出荷期間

業務区分



（別　　紙）

１

２

担　当　者

３ 年 月 日

備　　　考

本年見込（A） 前年実績（B） ％（A/B） （A） （B） ％（A/B） （A） （B） ％（A/B） （A） （B） ％（A/B） （生育状況等記入）

４ （単位：トン）

本年見込（A） 前年実績（B） ％（A/B） （A） （B） ％（A/B） （A） （B） ％（A/B） （A） （B） ％（A/B）

中央卸売市場

中央卸売市場

地方卸売市場

（注）　１ 生産計画の段階で、仕向先出荷計画の仕向先内訳が困難な場合は、月別計画のみでよい。

２ 対象産地及び指定産地が2つ以上の農業協同組合にわたる場合は、農業協同組合ごとの明細を別紙として添付のこと。

３ 仕向け市場名を具体的に記入のこと。

10ｱｰﾙ当り収量（kg）

対 象 産 地 ・ 指 定 産 地 名

対 象 野 菜 名

加　　　工　　　向

計

生 産 出 荷 計 画 総 括 表

品　種　名

　　　　　　　　　　　　　　　月
　仕　向　先

作付面積（ｱｰﾙ）

計月月月

野 菜 計 画 生 産 出 荷 促 進 対 策 特 別 事 業 生 産 ・ 出 荷 計 画 書

仕向け先別出荷計画内訳

生産数量（ﾄﾝ） 販売数量（ﾄﾝ）



 

    昭和４７年 ７月３１日 制 定        平成１４年 ９月 ２日  改 正 

      ４８年 ７月２５日 改 正                    １５年１０月 １日   〃  

            ４９年 ７月３１日  〃                      １６年１０月２２日   〃 

            ５０年 ３月 ８日  〃                     １７年 ８月１７日   〃 

            ５０年 ６月３０日  〃                      １８年 ７月２５日   〃 

            ５０年 ９月２３日  〃                      １９年 ７月１７日   〃 

            ５１年 ７月２８日  〃                      ２０年 ７月 ４日     〃 

            ５１年 ９月２０日  〃                      ２１年 ６月２９日     〃 

           ５２年 ７月 ５日  〃                      ２２年 ６月２２日     〃 

            ５３年 ６月２３日  〃               ２３年 ６月２７日   〃 

            ５４年 ９月１７日  〃                      ２４年 ７月１７日      〃 

            ５５年 ９月 ８日  〃                      ２５年 ９月 ４日      〃 

            ５６年 ７月２２日  〃                      ２５年 ９月 ６日   〃 

            ５７年 ７月 ５日  〃                      ２６年 ７月２５日   〃 

           ５８年 ７月１１日  〃                      ２７年 ８月 ５日   〃 

            ５９年 ７月２４日  〃                      ２８年 ７月２７日      〃 

            ６０年 ３月３０日  〃               ２９年 ３月 ２日      〃 

            ６０年 ７月１７日  〃               ２９年 ７月１０日     〃 

            ６１年 ５月２６日  〃               ３０年 ７月２７日     〃 

            ６２年 ７月１０日  〃               ３０年 ９月２１日     〃 

           ６３年 ８月１２日  〃             令和 元年 ６月  ７日     〃 

    平成  元年１０月１６日  〃                ２年 ６月１７日   〃 

         ２年 ７月 ６日  〃                ３年 ６月２５日   〃 

         ３年 ６月２５日  〃                ４年 ６月２９日   〃 

         ４年 ６月２９日  〃                ４年１０月 ７日   〃 

         ５年 ６月３０日  〃                ５年 ６月 ５日   〃 

         ６年 ７月２９日  〃                        ６年 ５月３０日      〃 

         ６年１１月１１日  〃         

         ７年 ６月２６日  〃         

         ８年 ６月２６日  〃         

         ９年 ７月  １日  〃         

        １０年 ６月１０日  〃         

       １１年 ６月２１日  〃         

       １２年 ６月２８日  〃         

       １３年 ６月１９日  〃         

 

 


